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1．研究背景と課題 

食料・農業・農村基本計画（2005）では，品目横断

的経営安定対策（平成 19 年度産より対象）が導入さ 

れる等，地域農業の構造改革に向けた計画的な組織化

が推進されている．基本計画では，他産業並みの収入

を達成し，競争力のある組織経営体を重点的に育成・

確保するだけではなく，農地・水路等の地域資源保全

の観点からも，営農組織形成の重要性が明示されてい

る． 

集落営農組織を形成し，その発展を図っていくには，

個々の農家自身が地域農業の現状に対して問題意識を

もち，目標を共有することが必要不可欠である．この

点に関して，集落営農の有効性を長期的かつ多角的に

評価することによって関係農家の意識啓発を図ること

は，極めて有効な手段となろう． 

上記の目的に対するアプローチとして，筆者らは既

往研究において，マルチエージェントシステムによる

シミュレーションモデルを構築した（ASMAP と略称 
：既報［1］参照）．そして，組織化を喫緊の課題と 

する地域を事例に，個別経営と仮想的な集落営農の比

較に焦点を当てて分析を行ってきた．その結果を踏ま

えて，本研究では，組織力の異なる営農組合の統合に

よる集落営農の規模拡大を想定し，その効果を予測す

ることを課題とする．具体的には，ASMAP によっ 
て集落営農の効果を段階的に比較・分析することで，

地域農業計画の策定において，具体的な到達点を見定

めるための指針を示唆することを狙いとする． 

 
2．ASMAP の構造 

(1)モデルを構成する基礎理論 

ASMAP は，多主体複雑系のモデリング理論であ 
るMulti-Agent Systemsに基づいて構成される1)．

Multi-Agent Systemsとは，ある系を構成する複数 
の要素が相互に影響し合うことで，マクロな秩序が規

定されている状態を人工社会モデルで再現し，解析的

に社会現象の将来予測を行う手法である． 

地域農業計画が対象とするような小地域では，意向

や機械整備状況の異なる農家が混在し，また固有の活

動原理を持った営農組合が，農地貸借或いは農作業受

委託を行っている．そこで，本研究では，個々の経営

主体をエージェントとして扱うことにより，数理計画

モデルによる規範的アプローチでは困難であった多主

体複雑系のシミュレーションを試みた．  

(2)モデル化の仮定とシミュレーション結果の表記 

 モデル構築に際して，①出入り作を考慮しない，②

交付金等は便宜的に経営収支計算から捨象し，所与の

割合で米価が下落するものとして収益を算出する，③

加齢によるリタイアと現時点での世帯員や他出の後継

者等，潜在的な従事者の就農以外の不確実な労働力の

増減は想定しない，等の仮定を設ける．また，米価水

準或いは機械作業料金や地代等，シミュレーションに

おける社会経済的な状況を規定する変数に関しては，

現状の水準及び変化率を参照して決定する．ただし，

分析項目に合わせてパラメータを調整させることが可

能である． 

また，シミュレーション結果の出力は，各種面積変

化等の数値情報の経年変化を観測するほか，農地（面

積や地権者対応）や宅地の配置を再現した二次元平面

を用いて視覚的にも表現できるようにした． 

(3)経営主体の意思決定機構 

 経営主体として扱うのは，個別農家，個別農家が労

働力を拠出して構成する営農組合，そして営農組合の

統合による仮想的な統合営農組合である．経営主体の

意思決定機構は，ヒアリングやアンケート，統計資料

等を用いて構築した2)（図 1 参照）．このフローにし 

たがって，各経営主体が逐次的に意思決定を行う3)．

全経営主体が一通り意思決定を行うサイクルを1年と

考える（本研究では20年予測）．  

 また，経営収支計算に関して，農地の所有･利用構造

にしたがって表 1 のように区分し，それぞれの場合 

における所得と作業時間（共に筆単位で算出）の定義

式をまとめた．これにより，労働生産性（所得／労働

時間）を筆単位で序列化し，経営主体内での休耕判断

の優先順位を決定する．余剰労働力による借地や作業

受託を行う際の農地選択においても，各経営主体は他

者の休耕地に対する労働生産性の期待値を基に，有利

な条件から探索する． 

 

（89）



 

 

〔90〕              農林業問題研究(第162号・2006年 6月) 
                                                 

(4)転作の実施メカニズム 

本モデル内の転作実施メカニズムは次の通りである．

まず，耕地面積から所与の転作率（本研究の対象地域

では 30％）だけ，ランダムに割当農地を選択する． 

次に第1転作作物（麦を想定）を労働力の限り作付け

をする．そして，その次に水稲の作付けを行い，最後

に，余剰労働力の範囲で2毛作の要領で第2転作作物

（大豆を想定）の作付けを行う．ここで仮定した転作

の取り組み方や作付作物の種類などは，やや現実の構

造とは異なるが，現段階では概念モデルとして暫定的

に扱う． 

 
3．分析の枠組み 

(1) 対象地域の概要 
 対象地域は，兵庫県加西市H地区である．兵庫県中

西部に位置する H 地区は，総農家数 116 戸，総農家 

人口 724 人，総耕地面積 56.96ha の平地農業地域で 

ある（2000 年度農業集落カードより）．地縁を元に地

区内が4分割され，それぞれ独立した営農組合が存在

しているが（表2参照），特に組織力が強く，中核的な

第3営農組合を中心に経営の統合を検討されてきた．

しかし，営農組合の運営形態や個別農家の意識の違い

から地区レベルでの合意形成には至らず，従来の枠組

みのまま，或いは小規模の統合によって法人化を進め

る方針へとシフトしてきている4)．このようにH地区は，

今後の米政策の動向を視野に入れて，地域農業の将来

像を見定める重要な局面を迎えている地区であ 

る． 

(2) 単一営農組合の組織強化の効果と限界 
 既報［2］では，唯一組合員農家に個別経営の意向

が根強く残る第 2営農組合に焦点を当てて，集落営農
の組織化が農地保全に与える効果を予測した．その際，
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図1 経営主体の意思決定機構（営農組合も実質的な意思決定主体としてこの機構に従う） 
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表1 所有・利用権構造に従う農地の分類と農地毎の経営収支・労働時間の定義式 

所
有
者 

経
営
者 

機
械
作
業 

分
類 

経営収支の定義式（単位：円） 
Yr：米収量，Pr：米価，Cv：変動費，S：耕地面積，Pm：機械価格， 

α：機械購入時の農外資本投入率，D：機械利用(予定)年数， 

W：機械稼働面積(経営耕地) ，ｆ1：標準小作料，ｆ2：作業料金 

必要労働時間の定義式（単位：時間） 
Ｔc：（管理作業等）機械作業以外の作業時間， 
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・ 下付き添え字ｋ1～3は，それぞれ1.トラクタ（耕起），2.田植機（田植え），3.コンバイン（刈り取り）を意味する． 

・ 作業委託及び作業受託においては，実際に行った作業のみTmkを考慮し，それ以外の場合Tmk =0とする．同様に作業料金も委託した（請け負った）場

合のみ考慮し，それ以外は0である． 

・ 各パラメータは10aあたりの単位量として設定．添え字（X,Y）は，座標（X,Y）にある農地に関するパラメータであることを意味する． 

・ Rを1～0.7，δを概ね1.03程度の微少な値を仮定し，dはシミュレーション空間上の直線距離を用いている． 
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表2 農業組合の比較(2003年度組合資料より)

 農家戸数 耕地面積 組合の活動形態 

第1営農組合 24戸 12.45 ha 一部個人作業 

第2営農組合 31戸 14.38 ha 個人･組合併存 

第3営農組合 24戸 14.50 ha 堅固な集落営農 

第4営農組合 30戸 13.61 ha 一部個人作業 

・「一部個人作業」は草刈り等，基幹作業外の一部が地権者負担になって

 いる他は，ほぼ集落営農の状態．「個人･組合併存」は，主として

基幹3作業のみの受託組織である営農組合と個人経営が併存している．

・2004 年末時点で，放棄地は 0 である．また同時点で，第 2 営農組合

は，作業オペレータ 6 人，耕起（代掻き込み）料金約 10,000（円／

10a），田植え料金約13,000（円／10a），刈取料金約13,000（円／10a）

で，経営受託の場合は管理料として 10,000（円／10a）を徴収してい

る．以降シミュレーション分析においては，これら対象地域固有の数

値をパラメータとして用いる．米価やその変化率，作業時間やおおま

かな費用等は，農業経営統計調査（米生産費）等を用いて，経営規模

に相当する全国平均値を代用した． 

表3 シミュレーション分析の枠組み 

   指標

ケース 
平均労働報酬 

（農業所得／総労働時間） 

転作割当地利用率 

（実施延べ面積／割当面積）

4営農組合 
独立経営 

  

営農組合の

部分統合①
  

営農組合の

部分統合②
  

全営農組合

の統合 
  

・部分統合①は統合後の組織化水準を「組
織力の低い方」の構造に合わせ，②は
「組織力の高い方」の構造に合わせる 
・部分統合の組み合わせは，組織力，地理
的近接性を考慮し，「第 1＋第 2（営農組
合 A）」と「第 3＋第 4（営農組合 B）」と
する． 
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表4 強・中・弱組織の構造の概説 

組織の特徴を規定する個別農家の意思決定 組織

強度 農業機械保有 機械更新意思 集落営農参加 労力拠出割合

強※1 なし なし 全農家参加 100％ 

中※1 30%程度 保有者の約5割 全農家参加 80% 

弱 現況反映※2 現況反映※3 希望者のみ (個人分の)60% 

共通

の

仮定

・労働生産性の善し悪しで休耕の判断はしない 

・期待される収益性(労働生産性)で受託の可否は判断しない 

・機械を常に保有（更新）する（組織機能は維持される） 

・構成員は，期待労働報酬（配当）によって参加をやめない 

※1 個別農家の労働力の総量を規定する家族世帯員数や農業従事日数等

を直接把握していないため，第 2 営農組合の組合員農家対象のアン

ケートの回答分布を基準にして，組織の形成構造を仮定した． 

※2 農家全31戸中，トラクタは19戸（61％），田植機は12戸（39％），

コンバインは12戸（39％）が保有している（2004年時点）． 

※3 保有人数の中で，トラクタは 5 戸，田植機は 1 戸，コンバインは 2

戸が更新希望であった（但し，新規購入はないものとする）． 

比較分析の対象として，①アンケートによる意向を反

映させた通常の将来予測，②営農組合への経営委託や

労働力の拠出を厭わない農家のみによる集落営農を設

定した5)． 

これらの分析から得られた結果として，放棄地面積

の経年変化を図2に示す．集落営農を実施した場合に，

約 15 年後からの急速な耕作放棄地の増加が看取され

る6)．この点から，小規模の営農組合では，労働力の

減少に対して脆弱であり，より大規模な経営による作

業効率向上の必要性が示唆された．  

(3)営農組合の統合シミュレーションの枠組み 

上記の予察を踏まえて，営農組合の統合による経営

の効率化を予測する．本分析では，表3に示すように，

統合の規模による比較のほか，統合後の組織形態に着

目し，新たな営農組合が高水準の組織力を維持できた

場合と，逆に組織力が低下（平準化）した場合の比較

を行う．各営農組合の組織化の水準を定義するため，

表2の活動形態にならい，便宜的に強組織（第3営農

組合），中組織（第 1，第 4 営農組合），弱組織（第 2

営農組合）に分類し，ヒアリングや活動記録に基づく

組織の構造や組合員農家の意思決定を反映させて，区

別して扱う（表4参照）．ただし，本研究において個別

農家対象に直接アンケートを実施できたのは第2営農

組合のみである．他の営農組合に関しては，地元側 

の要望により，組合長・組合幹部へのヒアリング結果

と資料の提供に基づく情報のみから，営農組合組織及

び個別農家の行動を設定している．したがって，第 2

営農組合以外の組合員農家の意思決定には，表4で示

すように，概ね特徴が反映できるような行動を仮定し

ている． 

結果の評価指標として，各ケースにおける営農組合

の労働報酬（総所得／総労働時間）及び転作割当地利

用率を用いて，その推移を比較検討する．なお，全営

農組合統合のシミュレーションのみ転作作物を実験的

に3品目（価格・費用・労働時間等の数値は，麦と大

豆の平均を取る仮想作物）に増やし，余剰労働力の有

効活用による複合経営の可能性を探る． 

 
4．シミュレーション結果7)

(1)現状の意向を反映させたシミュレーション 

 まずは，各営農組合が独立経営を続けると仮定した

場合のシミュレーション結果を示す．現況では営農組

合の合併が進展していないため，「将来的に合意形成 
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図3 転作割当地利用率推移の比較（独立経営）
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図4 労働報酬推移の比較（独立経営） 
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図5 転作割当地利用率推移の比較（部分統合）
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図6 労働報酬推移の比較（部分統合） 

が為し得なかった」場合を想定するうえで，参考とな

るケースと位置付けることが出来る． 

転作割当地利用率の推移（図 3）を見
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ると，弱組織

で

の総所得を総労

働

ミュレーション 

的に統合

転

作

は，統合後の組織化

水

合シミュレーション 

ミュレーショ

ある第2営農組合が他の営農組合の水準に比べて低

く，100％を維持するのも困難な状態と予測されてい 

る．「集落営農に関与しない」や「誰にも経営委託を 

しない」という個別農家の意向を直接反映させている

ことから，かなり強調された結果ではあるが，営農組

合のみが転作を担当するという ASMAP の構造から，
この段階では営農組合が水稲作の担い手として機能し

ていないことになる．つまり，組織の維持自体が困難

になっていることも想起される．  

その傾向と連動する形で，営農組合

時間で除した平均の労働報酬に関しても，組織化が

進展していない営農組合ほど，低く推移していること

が看取される（図 4 参照）．米価の下落に伴う収益性 

の低下に加えて，各営農組合が単独の経営では経営規

模が小さいことから，機械整備等による固定費の負担

が大きく，何れの営農組合においても長期的には大幅

な収益性の悪化は免れないと予測された．現在，各営

農組合は，曜日，作業内容で若干の差はあるが，労賃

を概ね時給1,000円程度に設定している．したがって，

ASMAP では捨象している労賃以外の諸経費を考慮 

すれば，このケースでは，経営がかなり圧迫されてい

ることが予測される． 

(2)営農組合の部分統合シ

 同様の結果指標を用いて，営農組合を部分

した場合を想定したシミュレーション結果を図 5（転

作割当地利用率）及び図6（労働報酬）に示す． 

図 5 では，本来は最大でも200％前後で推移する

割当地利用率が 250％程度まで上昇するという，や

や大きな誤差が見られたが8)（図 5 上部省略）が，そ

れ以外では概ね安定した推移が得られた．この結果か

ら，統合後の営農組合の組織力が高い方が，低い場合

と比べて高水準の労働報酬を維持できているが，それ

ほど有意な差は見られない．  

また転作割当地利用率に関して

準に関わらずほぼ同様の推移であった．各営農組合

が独立の場合と比較して若干の効果はあるが，予測期

間を通して，大幅な経営の改善は見込まれないという

結果となった． 

(3)全営農組合の統

 最後に，全営農組合が統合した場合のシ

ン結果を図7に示す．このケースにおいても，労働報

酬の逓減は見られるが，10年後で約2,500（円／時），

20年後においても約2,000（円／時）である．これら

は，前述の部分統合のケースと比較して，高水準を維
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図7 全営農組合統合のシミュレーション結果 
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1)分析結果の摘要 

拡大を想定した営農組合の統合シミ

ような知見が得られた． 

機

成する場合と中（大）規模の集

落

予想される．他方，

経

高

には，以下の 

ばならない．これまで

の

化して

い

め，

係各位には多大なご協力を頂いた．記して謝意を表する． 

al. ［3］などが詳しい． 

，構成員による合意形成の

注 3)

つまり，必ずしも毎期で地域内の全経営

注 4) 

注 5) に強固な集落営農も比較対象と

注 6)

注 7) 

 

上限）に近い水準で維持されていることは，これま

でのケースには見られない傾向である．この点におい

ても，統合後の組織化水準に関わらず逓減していた部

分統合のケースに対して，大きく経営が効率化したと

言える．  

5. 結論と課題

(

集落営農の規模

ュレーションでは，以下の

まず，現在のまま営農組合が統合せずに独立のまま

経営を行っていった場合，個別農家のリタイア等を契

として緩やかな組織化を進めていっても，米価の下

落に伴う収益性の悪化には完全には対応しきれないこ

とが予測された．  

また，営農組合の統合を計画する場合においても，

小規模の集落営農を形

営農を形成する場合では，効果が大きく異なること

が明らかになった．取り組みや方針の異なる組織が統

合する場合，大規模になるほど合意形成にかかる有償・

無償の費用が大きくなるが，本研究のシミュレーショ

ン結果は，関係農家の意識啓発情報として組織化を促

進する役割が大いに期待される． 

今後は徐々に農家が減少していくなかで，組合費等

による営農組合の固定収入の減収も

営規模が拡大するに従って，大型機械の導入や機械

台数の増加により，固定費が上昇することが考えられ

る9)．そのため，品目横断的経営安定対策等の助成制

度を視野に入れた規模拡大は必須であると考えられる．

助成対象となる集落営農組織に課する面積要件は

20ha（条件不利等の特例措置あり）であるが，継続 

的な生産実績が加味される制度の仕組み10)に対応す 

るならば，本研究の対象地域である H 地区では，全 

営農組合の統合を進めることが重要であると言える． 

このように，ASMAP によるシミュレーションは，
地域農業の組織化に向けた指針を示すことに関して，

いポテンシャルを有すると考える． 

(2)今後の展開に向けた課題 

ASMAP がさらに優位性を発揮する
課題に対処する必要がある． 

まず，得られた知見を営農計画策定の現場に還元し，

その効果と課題を実証しなけれ

研究では，普及における新たなツールとしてモデル

の可能性を指摘したが，次なる段階として，合意形成

手法として確立するための条件や修正点を明らかにし

なければならない．現場の細かなニーズに対応し，分

析項目（結果指標）の多様化や，モデルのインターフェー

スを適宜改善していくことが不可欠である． 

また，今後の政策対応を検討する場面での適用を視

野に入れて，モデルの基本的な構造を逐次具体

かなければならない．現段階では，転作作物品目や

品種，割当地の決定，農地利用の秩序（2 期作，2 毛 

作を含む）等の部分で仮定事項が多いうえ，経営維持

の重要な要因となる交付金の影響も捨象しており，や

や現実とは乖離している．この点に関して，現地調査

や文献調査を基に，経営主体の行動や農作業メカニズ

ムを精緻に反映させていくことが急務である． 

 

謝辞：本研究を遂行するにあたり，H地区区長難波氏を初

関

 
注 1)  MASの概念説明は，生天目［2］や J．M．Epstein et 

注 2) 本来的には，営農組合のような個別構成要素（農業者）

の集合的な経営主体の場合

プロセスを考慮しなければならないが，現段階では便

宜的に個別農家と同様の意思決定機構を用いて，極力

組織の活動に沿うようにパラメータを調整することで

対応する． 

 シミュレーション試行毎に意思決定順序がランダムに

決定される．

主体のパレート最適な資源（経営面積）配分が達成さ

れる構造ではない． 

 区長N氏へのヒアリング（2005年10月実施）より． 

 既報［1］では，さら

しているが，Case2と大差はないため割愛した．なお，

各Case設定の詳細は既報［1］を参照のこと． 

 営農組合は労働生産性の悪化により管理を放棄するこ

とはないと仮定しているため，労働力の減少による耕

作放棄の発生であると推察される． 

 シミュレーションでは，結果として10回試行の平均 
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 8) 図 6 を見る限り，労働報酬に対して特に大きな影響を 

及 推察されるが，誤差として 

注 9)

しており，経営規模の拡大に対しても，

注 10

（ /syotoku_antei/antei_taisaku.pdf：
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